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1. はじめに
　ホイヘンス 1）の有名な振り子時計の話によると，部屋の壁に掛けられた
二つの時計の振り子が，最初は違った揺れ方をしていても，やがて全く同じ
動きをするようになる，いわゆるモードロッキング（mode-locking）現象を
病室のベッドで寝ながら時計を見ていたホイヘンスが発見し，そのことを彼
の父に手紙で知らせたと伝えられている 2）。その後の物理学的な実験から，
振動が壁を伝わることによって振り子同士が微弱に相互作用して，このよう
な現象が起こることが明らかになった。こうした振り子の振動を各国の景気
循環 3）に置き換えて考えてみると，それぞれの景気循環はヒト，モノ，カ
ネの移動や情報の伝達によって相互作用しているため，理論上は，ホイヘン
スの振り子時計のように景気循環が位相同期 4）することもありうることに
なる。そうした相互作用は経済のグローバル化によってますます強まってお
り，現代において自国の景気政策を効果的に行うには，景気循環に関して密
接に関連した他国との協調が不可欠である。問題はどの国とどの国が，ある
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いはどの地域とどの地域が，景気変動において密接に関連しているかであり，
また，そのような関連性について経済学的に説明ができるかということであ
る。さらに，何をもって景気とみなすか，という問題もある。
　第一の問題に関しては，例えば，景気変動を GDP成長率の変動とみなし
た Stock and Watson（2005）の分析では，G7 各国 5）の一人あたり実質 GDP
成長率の相関が，1984 年から 2002 年にかけては，フランス，ドイツ，イタ
リアのグループおよびカナダ，英国，アメリカ合衆国のグループにおいて，
各グループ内の国同士で強く，異なるグループの国の間では弱かったという
結果が得られている 6）。季節調整済の月次生産指数の変動を景気循環とした
Artis and Zhang（1997, 1999）の分析においても，アメリカ合衆国やドイツ
との景気循環の同期状況を相互相関係数（cross-correlation coefficient）に
よって比較した場合，欧州為替相場メカニズム（ERM of the EMS）の下 7）
ではフランスやベルギーなどの欧州経済共同体加盟国はドイツとの関係が強
く，アメリカ合衆国とは弱かったと報告されている。同様の結果は Selover 
and Jensen（1999）ほかにもみられる。
　ユーロ圏や英語圏で景気循環に強い相関が観測されるのであるならば，国
内の異なる地域の間で地域景気循環に強い関連性があるのは当然のことと考
えられよう。Selover et al.（2005）はアメリカ合衆国の異なる地域の景気循
環の関連性について分析し，地域景気循環が同期する傾向にあることを示し
た。日本においては，奥村・谷崎（2004）が景気後退確率の推移に関して，
全国と関東，中部の類似性を指摘している。和合・各務（2005）は空間パネ
ル・プロビット・モデルを用いて，1992 年以降の 10 年間の日本の都道府県
景気変動において，周辺の都道府県からの景気の影響があるという分析結果
を示した。福井（2007）は，LA-VARモデルを用いて，中部地方から関東地
方，近畿地方への景気の波及効果があることを示唆した。他方，田原（1998）
は国と地域の景気に乖離がみられることを指摘しており，前出の奥村・谷崎
（2004）も，関東，中部を除く地域 8）では全国の景気変動とは異なる独自の
景気変動が存在することを明らかにしている。地域ごとに景気が有意に異な
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るならば，その状態を把握することで適切な経済政策をとることが可能とな
る。その際，先に述べたように，景気循環の関連する地域との協調が政策効
果を左右することになる。したがって，景気循環に関してどのような地域が
グループ化されているかを明らかにすることが重要なテーマとなる。
　ここで第二の問題，地域間の景気変動の関連性をどのように説明できるか
という問題について触れておこう。日本全体の景気変動として観測される一
人あたり GDPの成長循環や鉱工業生産指数の変動などについては，ある程
度の部分までが地域間のモードロッキングという非線形の過程によって生み
出されていると考えられる。また，共通の金融ショックや財政ショック，技
術ショック，消費者行動の変化，為替変動，はたまた気候変動などの影響も
地域間で類似した景気変動を生み出す要因であると考えられる。国際的な景
気変動の関連性については，貿易障壁が低くなり自由化が進めば理論上は各
国が比較優位を持つ産業に特化し，それによって景気循環の関連性が薄まる
とも予想されるが，Frankel and Rose（1998）が工業国 20 ヶ国の 30 年間の
データを分析したところ，国際貿易によって強く結びついている国同士で景
気循環の相関が高いという結果となった。一方，Imbs（1999）は貿易によ
る結びつきの強い国よりも産業構造が近い国同士の方が類似した景気変動パ
ターンを描く傾向があると述べている。先に引用した和合・各務（2005）の他，
大塚（2011）や和合・各務（2011）は，空間的な関係に着目している。地理
的関係も景気循環の相互作用において重要な役割を演じるという着眼点であ
る。以上のことから，よほど問題を特定化しない限り，この第二の問題に対
して明確な解答を得ることは困難であることが示唆された。そこで，本研究
を，地域景気循環の同期現象やクラスタリングのメカニズムを解明するため
の準備的段階と位置づけ，様々なチャンネルでの地域間の相互作用について
簡単なモデルを用いて分析することを試みる。
　第三の問題，景気の定義についてであるが，本稿では景気が名目 GDP成
長率 9）によって捉えられるものと考える 10）。地域ごとの鉱工業生産指数（IIP）
も生産活動を表す代表的な指標としてしばしば用いられるが，各都道府県の
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産業構造の違いを考慮すれば，GDP成長率の方が景気指標として適切であ
るといえよう。なお，実質 GDPではなく名目 GDPを用いるのは，物価水準
の変動を含めて様々なレベルでの相互作用の総合的な影響を分析することを
本研究の目的としているからである。かくて，本研究では，『県民経済計算
年報』で公表されている 1976 年度から 2009 年度までの 47 都道府県の名目
GDP成長率（支出側）を用いて，各都道府県の景気循環パターンと二地域
間の相互作用について計量分析を行い，それぞれの地域の景気が全国の景気
と連動しているのか，地方レベルで相互作用しているのか，あるいは別な位
相空間構造が存在するのかを独自の手法で明らかにすることを試みる。
　この論文の構成は以下の通りである。第2節では，プロビットモデルをベー
スに，地域景気循環を再現する極めて簡単なモデルを提示する。この簡単な
モデルはその単純な構造ゆえに拡張性があり，今後の課題を踏まえて，簡単
化する前の段階での推定方法についてもこの節で説明しておく。第 3節は本
稿で用いるデータについての解説にあてられ，第 4節では好況・不況の平均
持続期間の点推定から地域景気変動に関する無相関性検定に至るまでの分析
結果について述べる。これらの結果に関する考察と今後の課題については最
終節で議論する。
2．モデル
　経済の状態が好況である（これを 1で表す）か不況である（これは 0で表す）
かは客観的に評価できるものとする 11）。第 t期の期間内全体に対して評価さ
れた経済状態を Stとして，これが好況である確率が第 t－ 1 期の状態 xt-1 に
依存すると仮定する。ここで，xt-1 は k次元列ベクトル
12）とする。さらに，
この依存関係は以下の式で表されるものとする。
　　  （1）
　　  （2）
ただし，F(x)は標準正規分布の累積分布関数であり，具体的には
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　　  （3）
となる。また，x' t-1 の係数β は未知であり，k次元列ベクトルとする。
　さて，大きさ T＋ 1 の標本データ
　　
が得られたとしよう。このデータから係数β を点推定する方法としては，対
数尤度
　　  （4）
を最大にする列ベクトルβ をニュートン法で求める方法がある。これが最
尤法である。最尤法による推定手順としては，初期予測β（0）で評価した
　　  （5）
のヤコビ行列 Jに対し，代数方程式
　　  （6）
の解 Δβ（0）をガウス・ジョルダン法で求め，これに基づいて予測を
　　  （7）
と修正し，β（1）を新たなβ（0）として，収束条件を満たすまでこの過程を繰り
返すというアルゴリズムが考えられる。
　一般に，最尤推定量は不偏推定量ではない 13）ため，最尤推定値を初
期予測として，マルコフ連鎖モンテカルロ法（Markov chain Monte Carlo 
methods）によってパラメータを推定し直す方法についても，ここで述べて
おこう。なお，ここからは，ベクトルβ は多変量正規分布に従うと仮定する。
　　  （8）
大きさ Tの時系列データ
　　
に対して，ギブス・サンプラー 14）によって，ハイパーパラメータを以下の
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ように推定する。
　最尤推定値β（0）を初期値とする。事前分布のハイパーパラメータの初期予
測については，
　　   （9）
　　  （10）
とした。ただし，Iは単位行列を表す。
（1）t = 1, 2,…, Tに対し次を繰り返し，潜在変数の時系列
を作成する。
　St＝ 1の場合は，切断正規分布 から St
*（0）を無作為抽出
する。
　St＝ 0の場合は，切断正規分布 から St*（0）を無作為抽出
する。
（2）ハイパーパラメータを更新する。
　　  （11）
　　  （12）
（3）半正定値の対称行列 B（1）をコレスキー分解する 15）。
　　  （13）
（4）k変量標準正規分布から無作為抽出した k次元列ベクトル zを用いて
β（1）を決定する。
　　  （14）
（5）β（1），b（1），B（1）を，それぞれ，新たなβ（0），b（0），B（0）とする。
（6）イタレーションカウンタを 1増やして（1）に戻る。
このようにして，イタレーションカウンタが十分大きくなった段階からβ（0）
を標本として記録する。
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　ところで，説明変数ベクトルとしては様々な変数が考えられうるが，これ
以降は，簡単のため，同じ地域の前期の経済状態のみを説明変数とする 1次
のマルコフ過程に限定して議論を進める。すなわち，地域景気の時間発展を
表すモデルとして
　　  （15）
　　  （16）
というモデルを想定する 16）。ここで，St(j)が第 j地域の景気を表す。第 j地
域における好況の持続確率，不況の持続確率は，それぞれ
　　  （17）
　　  （18）
と表される 17）。持続確率をベルヌーイ試行の失敗確率とみなせば，持続期
間は最初に成功するまでの試行回数であり，これは幾何分布に従う。したがっ
て，好況期および不況期の持続期間の期待値は，それぞれ，
　　
となる 18）。また，持続期間の分散については，それぞれ，
　　
となっている。これらは定義域 19）において単調増加するため，pjや qjの値
が 1に近いほど，持続期間のばらつきが大きくなることが分かる。
3．データ
　先に提示したマルコフ過程モデルを用いて都道府県間の地域景気循環の関
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連性の有無を分析しよう。本稿では，『県民経済計算』として公表されてい
る 1976 年度から 2009 年度までの各都道府県の名目 GDP成長率（支出側）
において，名目 GDP成長率が増加している期間を好況，減少している期間
を不況とみなす。都道府県の整理番号と地方区分は表 1の通りである。
　図 1－ 1 から図 1－ 8 のグラフは地方別の GDP成長率階差の通時的変動
を表している 21）。図中の縦軸はパーセント表記で示した年間成長率（対前
年度増加率）の階差，横軸は年度を表す。これらの図からは，ある期間にお
いては地方レベルで類似した景気変動があるようにも見えるし，同一地方内
の隣接した地域であっても独立に変動しているようにも見える。いずれにし
ても，これだけでは明確な判断を下すことは困難である。そこで，景気変動
パターンの類似性を捉えやすくするために，好況期を 1，不況期を 0とする
系列にデータを変換し，これを用いて前節のモデルの係数を推定することに
表 1　地方分類と都道府県番号 20）
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しよう。
図 1－ 1　北海道地方および全国
図 1－ 2　東北地方
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図 1－ 3　関東地方
図 1－ 4　中部地方
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図 1－ 5　近畿地方
図 1－ 6　中国地方
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図 1－ 7　四国地方
図 1－ 8　九州・沖縄地方
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4．推定結果
4.1　独立なマルコフ過程に対する推定
　1977年度の景気を S1 として，第 j地域（j＝ 01, 02, …, 47）のデータ St(t＝2, 
3,…, 33）にモデル
　　  （19）
　　  （20）
をあてはめ，好況・不況の平均持続期間（単位：月）を最尤推定した。その
結果は図 2の通り。尚，好況の持続が観測された場合の平均好況持続期間の
最尤推定量は
　　  （21）
であり，不況の持続が観測された場合の平均不況持続期間の最尤推定量は
　　  （22）
である。サンプル数が限られているため，最尤推定値が等しくなる地域が複
数ある。それらの地域については，図 2の散布図においてプロットしたマー
クの右のラベルに該当する地域名をすべて記載している。
　同一の地方では，10 群馬県と 11 埼玉県，43 熊本県と 45 宮崎県が等しい
推定結果になっている。同じ地方ではないが隣接した県としては，中部地方
の 23 愛知県と近畿地方の 24 三重県で推定結果が一致している。46 鹿児島
県の好況・不況の持続確率の推定結果は，同じ九州地方の 43 熊本県や 45 宮
崎県に近いものとなっている。
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4.2　景気変動パターンの一致
　次に，2地域の景気変動パターンの一致についてデータを整理し，同じパ
ターンがどれほど長く続くか調べた。具体的には，特定の長さの景気変動パ
ターンについて，2地域以上で同じパターンが観測された場合，観測された
年度すべてに対して，そのパターンであった地域の数を計上し，パターンの
長さと年度に対応する度数とした 22）。ただし，複数の地域と異なる長さで
一致するパターンについては長い方のみを集計した。その結果は図 3－ 1か
ら図 3－ 3にグラフ化されている。グラフの縦軸は度数，横軸は年度を表す。
　図 3－ 3 によると，14 期以上にわたって同じ景気変動パターンを描いた
地域の組み合わせが多数ある。なお，14 期以上にわたって全国と同じ景気
変動パターンだった地域も多数あった。特に 14 期間同じ変動パターンだっ
た地域の組が多く，最も長いパターン一致として長さ 17 期間のパターンも
複数の組で観測されている。ただし，長さ 14 および長さ 17 の度数には，先
ほど持続期間の推定で近い結果となった地域のペアは入っていなかった。
図 2　都道府県および全国の好況期持続期間（横軸）・不況期持続期間（縦軸）
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図 3－ 1　同じパターンが観測された時期と度数（パターンの長さ 3から 7）
図 3－ 2　同じパターンが観測された時期と度数（パターンの長さ 8から 12）
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4.3　地域間の相互作用に関する分析
　元の GDP成長率の時系列を簡単化して眺めているため，景気変動が互い
に独立であるにも関わらず，変動パターンの一致が見られる可能性も考えら
れる。そこで，第 i地域と第 j地域のモデルにおける誤差項 ut(i), ut(j)に正
の相関があるかどうかを検定した。検定統計量は
　　  （23）
とした。ただし，
　　  （24）
である。Zの分布は不明であるが，誤差項が無相関ならば，z＝ 16 を中心
とする左右対称な分布であることが予想される。マルコフ連鎖モンテカルロ
法で求めたβ の分布を用いて，誤差項が無相関な場合の Zの分布を数値シ
ミュレーションによって求め，2地域の組み合わせに対する有意確率をそれ
図 3－ 3　同じパターンが観測された時期と度数（パターンの長さ 13以上）
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ぞれ計算した。その結果，図 4に示した地域間に正の相関があるという結果
が得られた。図中の地域間を結ぶ線分は，少なくとも一方の地域の景気循環
が全国の循環と無相関で，かつ両地域の景気変動パターンが有意に相関 23）
していることを意味する。
　この図では，地方レベルでの景気循環の関連性もある程度みられるが，そ
の一方で地理的に遠く離れた地域間のリンクもみられる。また，今回の分析
結果によれば，他地域との関連性がみられない孤立した地域も複数存在して
いる。
図 4　景気循環に関連性のみられる地域の組み合わせ
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5．まとめ
　1976 年度から 2009 年度までの 47 都道府県の名目 GDP成長率（支出側）
について，GDP成長率が増加する期間を好況期，減少する期間を不況期と
定義し，その景気変動を簡単なマルコフ過程で表し，好況期と不況期の平均
持続期間（デュレーション）を最尤推定法によって推定したところ，多くの
地域でデュレーションに地域差がみられたが，推定結果が一致する県の組み
合わせもいくつかあった。好況・不況の平均持続期間が一致することは地域
景気循環の同期の必要条件であるが，推定値が一致するとは限らないこと，
また，一時的な同期も経済変動の関連として考慮するならば，その場合もデュ
レーションに差がみられることは一般にありうるため，推定値の違いは地域
間の関連性を否定するものではないことに留意すべきであろう。パターン認
識を簡単化するために景気変動を 0と 1 の羅列に変換したとはいえ，14 年
から 17 年という長期間にわたって同じ景気循環パターンを描いた地域の組
み合わせが多数あったことは，地域景気循環の一時的な同期の存在を裏付け
る分析結果であった。
　先に述べたように時系列を単純化しているため，一時的な同期が見せかけ
の同期である可能性について議論しなければならない。そこで，各地域の景
気循環パターンが互いに独立なマルコフ過程によって生成されるという仮説
について検定した。その結果，全国の景気変動との連動の可能性を排除して
も，景気変動に相互作用があると考えられる地域の組み合わせが地方の枠を
超えて多数あることが明らかになった。このような景気循環の関連は，例え
ば，産業構造が似通った地域に対して共通のショックが波及する過程を通じ
て生まれている可能性がある。あるいは，本稿では考慮しなかった構造変化
をモデルに組み入れることによって，今回の分析で捉えられたリンクは消え
てしまうかもしれない。見せかけの関連性である可能性は完全には排除され
ていない。
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　本稿は，地域景気循環の同期現象や地域のクラスタリングを引き起こすメ
カニズムを解明するための準備的段階として位置づけられている。今後の課
題としては，まず，今回の分析で把握された 2地域間の関連性について，そ
れを説明できる変数の候補があるものについては，モデルに変数を追加して
その説明の妥当性を検定すべきである。また，長期間の時系列データを分析
する以上は，バブル崩壊等による日本経済の構造変化についてもダミー変数
の追加などによって対処すべきである 24）。今回の分析には名目 GDPを用い
たため，これを実質 GDPに置き換えた場合，違った結果になる可能性がある。
この相違について考察すれば物価変動による同期を捉えることができるかも
しれない。また，実際の景気変動が，在庫循環から技術革新まで様々なスケー
ルの波の合成によって生み出されていることを考慮すれば，各スケールでの
地域間の相互作用について分析することによって新たな知見が得られること
も期待できる。最近注目を集めている時空間プロビットモデルによる計量分
析や，ウェーブレット変換あるいは窓付きフーリエ変換された時系列データ
による景気循環の一時的な同期現象の分析への発展についても今後，議論す
る必要があるだろう。
注
 1） Christiaan Huygens（1629–1695）は数学者，天文学者，物理学者として有名な
オランダ人である。
 2） Tong（1983）や Pikovsky et al.（2001）によれば，振り子時計（pendulum 
clocks）を発明したのもホイヘンスである。ホイヘンスの振り子時計の実験に
ついては，例えば，Pikovsky et al.（2001）を参照せよ。
 3） この文脈では，もし国際貿易や資本移動がなければ Kaldor（1940）が示したよ
うな自励系（autonomous systems）によって再現される経済の持続的な循環的
変動が各国において観測されると考えられている。
 4） 位相同期とは 2つの振動の位相差が一定になること，とくに位相差ゼロに固定
されることをいう。これは非線形動学特有の現象である。詳しくは Pikovsky et 
al.（2001）を参照せよ。現実の景気循環について位相を定義することは困難で
あるが，たとえば，Ishiyama（2009）では，景気の底の位相を 0，その後に観
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測される景気の山の位相を 1とし，その間の位相は時間に比例して増加すると
定義して，日本，アメリカ合衆国，カナダの位相差の変化を分析している。
 5） G7 はカナダ，フランス，ドイツ，イタリア，日本，英国，アメリカ合衆国の 7ヶ
国である。
 6） Stock and Watson（2005）の計算によれば，日本は 1960 年から 2002 年まで，
G7 の他のどの国とも強い相関関係にはなかったようである。
 7） Artis and Zhang（1997）では pre ERM periodを 1961 年 1 月から 1979 年 3 月，
ERM periodを 1979 年 4 月から 1993 年 12 月として分析している。
 8） 奥村・谷崎（2004）では，経済産業省地方経済産業局の地域区分に従って，全
国を北海道，東北，関東，中部，近畿，中国，四国，九州（沖縄を含む）に分
類し，地域別鉱工業生産指数を用いて地域経済の景気状況を推定している。
 9） 今年度の名目 GDPを Yt，昨年度の名目 GDPを Yt-1 とおくと，今年度の名目
GDP成長率（対前年度増加率）は（Yt－ Yt-1）/Ytとなる。
 10） GDPの変動を景気変動とみなす根拠としては，Burns and Mitchell（1946）p. 
72 がしばしば引用される。
 11） 真の景気動向を知ることが企業や行政の政策判断にとって重要であり，それゆ
え，これは重要な研究課題となっているのだが，本研究では，真の景気動向が
観測可能であるという想定の下に話を進めている。
 12） 本稿で取り扱う数値はすべて実数の範囲内とする。
 13） これについては例えば蓑谷（2007）を見よ。
 14） ギブス・サンプラーについては，例えば，大森・和合（2005）を参照。
 15） コレスキー分解の手順については，深尾・渡辺（1982）などを参照。
 16） 好況と不況の切り替わりをこのようにマルコフ過程として考察した研究として
は Hamilton（1989）が挙げられる。
 17） マルコフ過程の最尤推定については，森村・高橋（1979）pp. 195–197 が詳しい。
しかし，われわれはモデルの拡張性を意識し，プロビットモデルとして係数推
定を行っている。
 18） 二つの地域について好況，不況の持続期間（デュレーション）が等しいことが
それらの地域間で景気循環が同期するための必要条件であることに留意する。
ただし，一時的な同期についてはこの限りでない。
 19） この場合は，それぞれの分散は pj, qjの関数であり，その定義域は，それぞれ，
0＜ pj＜ 1，0＜ qj＜ 1である。
 20） 都道府県番号の桁数を揃えるために，1番目から 9番目までの番号には左に 0
を加えて表記した。
 21） 全国の成長率階差の変動については，北海道地方の図にグラフを追加した。
 22） たとえば，10 期の間，4つの地域の景気変動を観測したとき，第 1地域と第 2
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地域が第 1期から第 8期で同じパターン，第 3地域と第 4地域が第 3期から第
10 期で同じパターンだったとすると，長さ 8のパターン一致に関する度数は，
第 1期と第 2期で 2，第 3期から第 8期で 4，そして，第 9期と第 10 期で 2と
なる。
 23） 有意水準は 1％とした。
 24） たとえば，渡部（2009）ではマルコフ・スイッチング・モデルを用いて，日本
経済の構造変化をとらえることを試みている。
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